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Ⅰ　総論

   １　目的

　少子高齢化が進むなか、平成１５年７月に「次世代育成支援対策推進法（平成１５

年法律第１２０号）」が成立し、国、地方公共団体、事業主が一体となって、次代を

担う子ども達が健やかに生まれ育つことができる環境を整備するため、様々な取組み

を進めてきましたが、依然少子化の流れは変わらず、引き続き迅速かつ重点的な次世

代育成支援の必要性が感じられます。

　そうした中、平成２４年８月に、子ども・子育て支援法をはじめとする子ども・子

育て関連３法が成立し、保育サービスや各種子育て支援事業の更なる充実が求められ

る一方、従来の次世代育成支援対策推進法についても１０年間の延長が決定され、子

育てを担う就労者自身の仕事と生活の調和を補う側面も重要視されています。

　さらに、平成２７年９月に成立した「女性の職業生活における活躍の推進に関する

法律（平成２７年法律第６４号。以下「女性活躍推進法」という。）」により、女性

の個性と能力が十分に発揮された豊かで活力ある社会の実現が求められるようになり、

その要件の一つとして、職業生活と家庭生活の両立の必要性がますます高まっていま

す。

　こうした中、笠松町においても、平成１７年度より次世代育成支援対策推進法に基

づく「笠松町次世代育成支援対策に関する行動計画」を策定し、平成２８年４月には

次世代育成支援対策推進法並びに女性活躍推進法に基づく、一体的な計画を策定し、

職員の子育て環境の充実に努めていますが、計画期間の終了に伴い、引き続き施策を

推進するため、改訂版となる「笠松町次世代育成支援・女性活躍推進行動計画（令和

３年改訂版）」を策定しました。

　この計画は、職員自ら子育てに関する制度を理解し、一人ひとりの職員が個性と能

力を十分に発揮できるよう、働きやすい職場の環境の整備を図るとともに、子育てを

担う世代だけでなく、職場全体で互いに助け合い、次代を担う子どもが健やかに生ま

れ育成される社会の実現につなげることを目的としています。

　

   ２　計画期間

   ３　計画の推進体制

　年度毎に、本行動計画の実施状況を把握するとともに、社会経済情勢等の変化や職員の

ニーズを踏まえて、その後の対策や計画の見直し等を行います。

　次世代育成法は令和６年度まで、女性活躍推進法は令和７年度までの時限法となっ
ており、この計画は令和３年４月１日から女性活躍推進法の終期となる令和８年３月
３１日までの５年間とします。
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③

④

⑤
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【目標】

●出産時における特別休暇(A)及び養育のための特別休暇（B）の取得状況

取得率（％） 取得率（％）

16.6 50.0

0.0 0.0

60.0 20.0

50.0 0.0

平 成 ３ ０ 年 5 3 1
令 和 元 年 4 2 0

（B）取得職員数（人）

平 成 ２ ８ 年 6 1 3
平 成 ２ ９ 年 4 0 0

年　度 対象職員数（人） （A）取得職員数（人）

継　　続

 以上のような取組を通じて、配偶者の出産に伴う父親の特別休暇及び産前産後の期間中に

おける養育のための特別休暇の取得率を１００％とする。

 勤務時間、休暇その他の利用可能な制度を周知し、不妊治療を受けやす
い職場環境の醸成を図る。

新　　規

（２）子どもの出生時における父親の休暇取得の促進

具　　体　　的　　な　　内　　容 今後の取組

妻の出産に伴う２日間の休暇及び産前産後の期間中における５日間の養育
のための特別休暇の取得促進について周知を図る。

継　　続

 子どもの出生時における父親の特別休暇及び年次休暇の取得促進につい
て周知を図る。

継　　続

 出産費用の給付等の経済的支援措置について周知徹底を図る。 継　　続

 妊娠中の職員の健康や安全に配慮し、必要に応じて業務分担の見直しを
行う。

継　　続

 妊娠中の職員に対しては、本人の希望に応じ、時間外勤務を原則として
命じないこととする。

継　　続

Ⅱ　具体的な内容

　仕事と子育ての両立を支援する職場環境づくりを目指すため、これまでの行動計画の実績を踏

まえ、次の事項について具体的な内容をさらに推進していきます。

　なお、新たに休暇制度、勤務体制、雇用形態など、公務員の勤務条件に関し法制度の改正が

あった場合には、次世代育成支援の観点から十分な検討を行い、本計画の目標に資する事項につ

いては積極的に導入を図るものとします。

１　職員の勤務環境に関するもの

（１）妊娠前から出産後における配慮

具　　体　　的　　な　　内　　容 今後の取組

 母性保護及び母性健康管理の観点から設けられている特別休暇等の制度
について周知徹底を図る。



①

②

③

①

②

③

①

②

③

オ．その他

具　　体　　的　　な　　内　　容 今後の取組

 保育園へ送迎等を行う職員に配慮した勤務時間を割り振るため、早出・
遅出勤務制度を実施する。

継　　続

 復職時に抱える不安等を解消するために、所属長において面談を行い、
円滑な職場復帰の支援を行う。

新　　規

エ．育児休業に伴う会計年度任用職員制度の活用

具　　体　　的　　な　　内　　容 今後の取組

会計年度任用職員制度の活用による育児休業中の職員の適切な代替要員の
確保を行う。

継　　続

具　　体　　的　　な　　内　　容 今後の取組

 育児休業中の職員に対して、休業期間中の広報誌や通達等の送付等を随
時行い、情報の提供をする。

継　　続

 新たな制度や各制度の改正内容について、希望に応じ、復職時における
職場研修等を実施する。

継　　続

 育児休業の取得の申出があった場合、当該各課において業務分担等の見
直しを行う。

継　　続

 幹部会議等の場において、総務部総務課から定期的に育児休業等の制度
の趣旨を徹底させ、職場の意識改革を行う。

継　　続

ウ．育児休業を取得した職員の円滑な職場復帰の支援

継　　続

イ．育児休業及び部分休業を取得しやすい雰囲気の醸成

具　　体　　的　　な　　内　　容 今後の取組

 ３歳未満の子を持つ男性職員に対して育児参加を促す。 継　　続

（３）育児休業等を取得しやすい環境の整備等

ア．育児休業及び部分休業制度等の周知

具　　体　　的　　な　　内　　容 今後の取組

 育児休業等に関する制度の周知を図るとともに、特に男性職員の育児休
業等の取得促進について周知徹底を図る。

継　　続

 妊娠を申し出た職員に対し、個別に育児休業等の制度・手続について説
明を行う。

継　　続

 新規採用時等の研修において、育児休業制度等の制度説明を行う。



【目標】

●育児休業の取得状況 　

男性職員 女性職員 男性職員 女性職員 男性職員 女性職員 男性職員 女性職員

1

　 1 　 1 　 1

1 1 1 1

1

1 2

－ 2 － 4 － 5 － 1

①

②

③

①

②

③

④

 総務部総務課は、各課ごとの時間外勤務の状況及び時間外勤務の特に多
い職員の状況を把握して幹部職員（各部長等）に報告し、時間外勤務に関
する認識の徹底を図り、必要に応じて、業務分担等の見直しについて検討
する。

 管理職員は、時間外勤務が月４５時間以内、年間３６０時間以内となる
よう所属職員の仕事の質や量、仕事の進め方や役割分担について、適宜改
善を図る。

新　　規

ウ．時間外勤務の縮減のための意識啓発等

具　　体　　的　　な　　内　　容 今後の取組

 各課ごとの時間外勤務の状況を、総務部総務課で把握し、時間外勤務の
多い職場の管理職員からのヒアリングを行った上で、注意喚起を行う。

継　　続

継　　続

 時間外勤務縮減の取組の重要性について、時間外勤務縮減キャンペーン
週間等の実施を通じて管理職員を含む職員への意識啓発を図る。

継　　続

具　　体　　的　　な　　内　　容 今後の取組

 新たに行事等を実施する場合には、目的、効果、必要性等について十分
検討の上実施し、併せて、既存の行事等との関係を整理し、代替的に廃止
できるものは廃止する。

継　　続

 外部委託による事務の簡素化や事務処理体制の見直し等、事務量削減の
推進を図る。

新　　規

合　　　計

（４）時間外勤務の縮減

ア．小学校就学の始期に達するまでの子どものいる職員の深夜勤務の制限及び時間外勤務の
　制限の制度の周知

具　　体　　的　　な　　内　　容 今後の取組

 小学校就学の始期に達するまでの子どものいる職員の深夜勤務及び時間
外勤務を制限する制度について周知徹底を図る。

継　　続

イ．事務の簡素合理化の推進

６月未満

６月超え１年以下

１年超え１年６月以下

１年６月超え２年以下

２年超え２年６月以下

２年６月超え３年以下

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度
承　認　期　間

 以上のような取組を通じて、育児休業の取得率を次のとおりとする。

     男性職員　　１０　％

     女性職員　１００　％

 業務のマニュアル化、ＤＸ化を推進し、効率的な事務執行を図る。 継　　続



【目標】

● 時間外勤務時間数

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

①

②

③

【目標】

● 年次有給休暇の取得状況

※　一般職職員のみ（新規採用・育休・退職者・派遣職員を除く）

平 成 ３ ０ 年 103 7.3
令 和 元 年 102 8.2

平 成 ２ ８ 年 112 7.1
平 成 ２ ９ 年 99 7.8

 ゴールデン・ウィークやお盆期間における公式会議等の自粛を行う。 継　　続

 以上のような取組を通じて、職員１人あたりの年次休暇の取得を平均１０日以上とする。ま
た、取得日数が５日未満の職員を０にする。

年　　　　　　度 職　員　数(人) 平均取得日数(日)

 各部課（等）における四半期毎の休暇計画表の作成を行う。 継　　続

イ．連続休暇等の取得の促進

具　　体　　的　　な　　内　　容 今後の取組

 子どもの授業参観日等の行事における年次休暇の取得促進を図る。 継　　続

 国民の祝日や夏季休暇とあわせた年次休暇の取得促進を図る。 継　　続

 総務部総務課による取得状況の確認を行い、取得率が低い課の管理職員
からヒアリングを行った上で、注意喚起を行う。

継　　続

 安心して職員が年次休暇の取得ができるよう、事務処理において相互応
援ができる体制を整備する。

継　　続

 各部課（等）における年間業務計画の策定・周知を行う。 継　　続

 職員が年間の年次休暇取得目標日数を１０日以上で設定し、その確実な
実行を図る。

継　　続

 幹部会議等の場所において、総務部総務課から、定期的に休暇の取得促
進を徹底させ、職場の意識改革を行う。

継　　続

 管理職員に対して、部下の年次休暇の取得状況を把握させ、計画的な年
次休暇の取得を指導させる。

継　　続

（５）休暇の取得の促進

ア．年次休暇の取得の促進

具　　体　　的　　な　　内　　容 今後の取組

平 成 ３ ０ 年 度 7,612 733 10.3
令 和 元 年 度 10,443 732 11.8

平 成 ２ ８ 年 度 9,524 828 11.5
平 成 ２ ９ 年 度 9,092 769 11.8

以上のような取組を通じて、時間外勤務の１人あたり月平均時間数を１０時間以下に縮減し、
かつ、月４５時間以内、年間３６０時間以内とする。

年 度 年 間 時 間 数(時間) のべ支給職員数(人)
1人あたり月平均時間数

(時間)



①

②

①

②

具　　体　　的　　な　　内　　容 今後の取組

 外国で勤務等をする配偶者と生活を共にするため渡航、在留する職員に
対する配偶者同行休業制度に関する周知を行う。

継　続

（８）母子家庭の母等の雇い入れの促進等

具　　体　　的　　な　　内　　容 今後の取組

 母子家庭の母等の公共的施設における雇い入れの促進等を行う。 継　続

（９）配偶者同行休業の周知

（７）ハラスメントのない職場づくり

具　　体　　的　　な　　内　　容 今後の取組

 職員がハラスメント予防やその対処に関する正しい知識を持てるように
研修等を行う。

新　　規

 ハラスメント等に関する様々な相談に応じる体制を整えるとともに、相
談窓口の周知徹底をする。

新　　規

（６）職場優先の環境や固定的な性別役割分担意識等の是正のための取組

具　　体　　的　　な　　内　　容 今後の取組

 職場優先の環境や固定的な性別役割分担意識等を解消し、職員の仕事と
生活の調和、仕事と家事・育児の両立を図るための情報提供や、研修等を
通じた意識啓発を行う。

継　　続

 各年齢層に対して、研修を通じた意識啓発を実施する。 継　続

ウ．子どもの看護を行う等のための特別休暇の取得の促進

具　　体　　的　　な　　内　　容 今後の取組

 子どもの看護休暇等の特別休暇を周知するとともに、その取得を希望す
る職員に対して、１００％取得できる雰囲気の醸成を図る。
　　　　　　　　　　　　（年５日以内、２人以上の場合は年１０日）

継　　続



①

②

③

④

【目標】

●管理職における女性の割合

●職員の採用における女性職員の割合 (人)

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

　採用試験受験者 43 44 46 54 1

　うち女性 18 34 14 18 0

　女性の割合 41.9% 77.3% 30.4% 33.3% 0.0%

　採用職員数 4 10 4 3 0

2 5 2 2 0

0 0 1 0 0

女性の採用割合 50.0% 50.0% 50.0% 66.7% -

　※採用試験受験者＝1次試験受験者

　　〃　　　　（技術職）

　女性職員数（一般事務職）

平 成 ３ ０ 年 度 23 3 20 13.0

平 成 ２ ９ 年 度 23 3 20

令 和 元 年 度 24 3 21 12.5

平 成 ２ ８ 年 度 25 5 20 20.0

13.0

新　　規

 組織の男女比率のバランスを考慮した採用を行うとともに、意欲と能力
のある女性の採用に努める。

新　　規

　管理的地位にある女性職員の割合を１５％以上とする。

年 度 全体(人) 女性(人) 男性(人) 女性職員の割合(％)

具　　体　　的　　な　　内　　容 今後の取組

 女性職員の活躍の意義や女性が活躍できる職場づくりなど、学ぶ機会を
設け、女性活躍についての意識を醸成する。

新　　規

 個人の能力・適正に応じた業務への配置に努め、女性や若手職員が意欲
的に仕事に取り組める場や機会の創出を図る。

新　　規

 女性のキャリア形成支援のための研修や講演会を実施し、職員の意識向
上を図る。

２　女性の活躍の推進に関するもの

（１）女性職員の登用及び採用の推進

令 和 ２ 年 度 24 3 21 12.5



①

②

③

①

②

①

②

　

Ⅲ　終りに
　この計画は、役場の組織全体で推進していかなければなりません。そのため、計画の進捗状

況を管理・把握し、計画の一層の推進を図るとともに、新たな状況の変化に対応していくため

に、適宜、見直し検討を行います。

　なお、この計画の実施にあたっては、職員が各々の生活環境や職責などを踏まえて、自主的

かつ積極的に取り組むことが重要です。そのため、全職員が子育てをしやすい職場、働きやす

い職場の実現のために努力しましょう。

（４）学習機会の提供等による家庭の教育力の向上

具　　体　　的　　な　　内　　容 今後の取組

 職員に対し、家庭教育に関する講座、講演会等の実施や情報の提供を行
う。

継　　続

（３）子どもとふれあう機会の充実

具　　体　　的　　な　　内　　容 今後の取組

 運動会等のレクリエーション活動が実施される場合には、子どもを含め
た家族全員が参加するよう努める。

継　　続

ウ．安全で安心して子どもを育てられる環境の整備

具　　体　　的　　な　　内　　容 今後の取組

 子どもを安全な環境で安心して育てることができるよう、地域住民等の
自主的な防犯活動や少年非行防止、立ち直り支援の活動等への職員の積極
的な参加を支援する。

継　　続

継　　続

イ．子どもを交通事故から守る活動の実施や支援

具　　体　　的　　な　　内　　容 今後の取組

 交通事故防止について綱紀粛正通知による呼びかけを実施する。 継　　続

 交通安全講習会の実施や専門機関等による安全運転に関する研修の受講
を支援する。

継　　続

 研修等を実施し、子どもを連れた人が気兼ねなく来庁できるよう、親切
な応接対応等のソフト面でのバリアフリーの取組を推進する。

継　　続

（２）子ども・子育てに関する地域貢献活動

ア．子どもの体験活動等の支援

具　　体　　的　　な　　内　　容 今後の取組

 子どもが参加する地域の活動に敷地や施設を提供する。 継　　続

 小中学校等に職員を派遣し、特別授業等を実施する。

３　その他の次世代育成支援対策に関する事項

（１）子育てバリアフリー

具　　体　　的　　な　　内　　容 今後の取組

 乳幼児と一緒に安心して利用できるトイレやベビーベッドの設置施設を
増やし、わかりやすい案内に努める。

継　　続

 施設利用者等の実情を勘案して、授乳室の設置について検討を行う。 継　　続



１　職員の採用における女性職員の割合

ア 正職員

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

43人 44人 46人 54人 1人

うち女性 18人 24人 14人 18人 0人

割合 41.9% 54.5% 30.4% 33.3% -

4人 10人 4人 3人 0人
女性職員数（一般事務職） 2人 5人 2人 2人 0人
　〃　　　　（技術職） 0人 0人 1人 0人 0人

採用割合 50.0% 50.0% 50.0% 66.7% -

　※採用試験受験者＝1次試験受験者

イ 臨時職員

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

女性 47人 46人 48人 46人 39人

男性 14人 19人 14人 15人 11人

合計 61人 65人 62人 61人 50人

女性職員割合 77.0% 70.8% 77.4% 75.4% 78.0%

　※雇用保険加入以上

２　継続勤務年数の男女差

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度
女性職員 15.5年 12.5年 12.6年 13.4年 14.8年
男性職員 15.6年 15.1年 15.6年 15.7年 16.7年
全体 15.6年 14.0年 14.3年 14.8年 16.0年

・ 女性職員の勤続年数がわずかではあるが、短くなっている。
・ 仕事と家庭の両立ができるような環境整備が必要である。

３　時間外勤務の状況

ア　職員１人あたり時間外勤務時間（月平均）

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

１か月あたりの時
間外勤務 11.5時間 11.8時間 10.3時間 11.8時間

イ 時間外勤務時間の上限（月４５時間、年３６０時間）を超えた職員数

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

月４５時間を超えた
職員 10人 15人 3人 27人

年３６０時間を超え
た職員 0人 0人 0人 0人

・時間外勤務時間数が増加傾向である。

・年３６０時間を超えた職員はいないものの、月４５時間を超えた人数は増加傾向にある。

資料

採用職員数

採用試験受験者

　・採用した職員に占める女性職員の割合は、いずれの年においても５０％以上である。
　・年度によって採用した職員に占める女性の割合は変動するが、その割合は50％以上で推移してお
り、町全体でみると男女差はないといえる。



４　管理職における女性の割合

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度
女性職員 5人 3人 3人 3人 3人
男性職員 20人 20人 20人 21人 21人

計 25人 23人 23人 24人 24人
女性職員の割合 20.0% 13.0% 13.0% 12.5% 12.5%
伸び率 -2.2% -7.0% 0.0% -0.5% 0.0%
※各年４月１日現在　主幹以上の職員

５　各役職段階の女性の割合

６　男女別の育児休業取得率・取得期間

区分 年度 取得可能な職員数 取得者数 取得率
平成28年度 2人 2人 100.0%
平成29年度 4人 4人 100.0%
平成30年度 5人 5人 100.0%
令和元年度 1人 1人 100.0%
平成28年度 8人 0人 0.0%
平成29年度 2人 0人 0.0%
平成30年度 5人 0人 0.0%
令和元年度 4人 0人 0.0%

・近年増えてきた若手職員が長く勤務しやすい環境と態勢を整えることで、幹部級として町政の中心と
なって活躍する女性職員の増加が期待できる。

・管理職の女性割合や役職別の女性割合をみると、主幹級以上の管理職の割合は低い。

・女性職員の割合が職員数の関係もあるが、低くなっている。

男性職員

・女性職員の育児休暇取得率が１００％であるのに対し、男性職員は０％となっている。
・育児は女性が行うものという雰囲気が根強く残っており、男性職員が育児のために長期休業するとい
う職場環境が整備されていない状況である。

女性職員

６月未満 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性

６月超１年以下

１年超１年６月以下 1人 1人 1人
１年６月超２年以下 1人 1人 1人 1人
２年超２年６月以下 1人 1人
２年６月超３年以下 1人

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度平成２８年度

女性 男性 女性割合 女性 男性 女性割合 女性 男性 女性割合

部長 1人 5人 1.82% 1人 5人 1.92% 1人 6人 1.92%
課長 4人 9人 7.27% 2人 11人 3.85% 2人 9人 3.85%
主幹 1人 6人 1.82% 0人 5人 0.00% 0人 5人 0.00%
副主幹 8人 6人 14.55% 7人 6人 13.46% 8人 9人 15.38%
主査 14人 14人 25.45% 13人 12人 25.00% 11人 13人 21.15%
主任 17人 24人 30.91% 15人 26人 28.85% 19人 22人 36.54%
主事 10人 7人 18.18% 14人 9人 26.92% 11人 9人 21.15%
合計 55人 71人 43.65% 52人 74人 41.27% 52人 73人 41.60%

女性 男性 女性割合 女性 男性 女性割合

部長 1人 6人 1.96% 1人 6人 2.04%
課長 2人 9人 3.92% 2人 9人 4.08%
主幹 0人 6人 0.00% 0人 6人 0.00%
副主幹 8人 7人 15.69% 8人 7人 16.33%
主査 10人 13人 19.61% 10人 13人 20.41%
主任 23人 24人 45.10% 25人 27人 51.02%
主事 7人 7人 13.73% 3人 4人 6.12%
合計 51人 72人 41.46% 49人 72人 40.50%

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

令和元年度 令和２年度



７　ハラスメントの整備状況

○笠松町職員のハラスメントの防止等に関する要綱を制定（令和２年６月１日施行）
○職場におけるハラスメントに関する相談員を２名任命（令和２年６月１日）

８　男性職員の配偶者出産休暇等の取得状況

ア　配偶者の出産に伴う父親の特別休暇
平成２８年 平成２９年 平成30年 令和元年

対象者数 6人 4人 5人 4人
取得者数 1人 0人 3人 2人
割 合 16.6% 0.0% 60.0% 50.0%

イ　産前産後の期間中における養育休暇
平成２８年 平成２９年 平成30年 令和元年

対象者数 6人 4人 5人 4人
取得者数 3人 0人 1人 0人
割 合 50.0% 0.0% 20.0% 0.0%

・出産休暇、養育休暇ともに、取得割合は低く、全く取得していない年度もある。

９　年次休暇等の取得状況

平成２８年 平成２９年 平成３０年 令和元年
職員数 112人 99人 103人 102人

平均取得日数 7日 8日 7日 8日
※一般職員のみ（新規採用・育休・休職・退職・派遣職員を除く）

○年次休暇取得が５日未満の者
　令和元年 職員数 １００人

未取得者 １４人

・平均取得日数では、義務化された年間５日取得を上回っている。
・年次休暇取得が５日未満となっている職員もいることから、その解消に向けた取組みが必要である。

・庁内ＬＡＮにより職員に制定した旨周知。今後、ハラスメント予防や対処に関する正しい知識を持てる
よう研修を行ったり、ハラスメントに係る注意喚起を随時行う必要がある。

・出産サポートは、家族で支え合う子育ての第一歩であるため、父親として積極的に子育てに参加する
よう休暇取得を促す。

・職場全体で子育て中の職員が制度を利用しやすくなるよう、制度の利用を勧めることや業務の応援
態勢の整備が必要。


